


- 1 - 

 

目    次 

 

 

 

要  旨  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 3 
 

1．はじめに ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 4 

 

2．沿岸域中規模風車の開発 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 4 

2.1 開発コンセプト ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 4 

2.2 基本的な仕様と設計条件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 5 

2.3 施工性の向上に向けて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 6 

2.4 安全・制御システムの開発・改良 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 7 

 

3．現地実証試験 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 10 
3.1 概 要  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 10 

3.2 観測結果 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 11 

 

4．実証試験結果の考察 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 11 

4.1 パワーカーブ  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 11 

4.2 風速階級別の発電量の評価  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 11 

4.3 風車による背後風速の減衰  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16 

4.4 騒音評価  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 19 

4.5 塩害対策  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 19 

4.6 安全・制御システムの検証  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 19 

 

5．課題と将来展望 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 20 
5.1 サンドバイパスへの応用 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 20 

5.2 大型風車設置困難立地への活用 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 23 

 

6．おわりに ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 29 
 

謝辞 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 30 

参考文献 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 

Development of Medium Size Wind Power System 
and its Application to Coastal Areas 

 

Toshihiko  NAGAI* 
Kojiro  SUZUKI** 
Izumi  USHIYAMA*** 
Yoshifumi NISHIZAWA**** 
Masao HOSOMI***** 
Ruka OGAWA****** 
Hitoshi NOGUCHI******* 
 

Synopsis 
 
  In general, wind energy in coastal area is larger than in inland area. Demand of electric power is also large in 
coastal area. Even if the wind mill height is restricted by the airport regulation, medium size wind power system is 
likely to be used as the electric power of port and airport. In order to satisfy these electric demands, we developed 
the medium size wind power system. We also investigated its application of this medium size wind power system to 
the coastal area. 
  Wind energy distribution in Japan is clarified by Nagai (2002), finding that the wind energy in Tokyo bay is large 
enough to be applied to proto-type power generation system. However, observed wind data in Tokyo bay is not 
sufficient to design real field wind power system. From these points of view, we conducted following 
investigations.  
1) Development of medium size wind power system applicable to coastal area. 
2) Field test in Tokyo bay.  
3) Application of the wind power system to sand bypass.  
4) Application to the area in which the large size wind mill is difficult to construct. 
  Following results were obtained from this study. 
1) Field experiment of the medium size wind power system was conducted at the eastern side of Tokyo bay and 

relations of the wind speeds at the front and back of the wind power wings were investigated with the generated 
electric power.  

2) Possibility of the on-site wind-power energy application to a sand-by-pass system was investigated.  
3) Field installation possibility of the developed medium size wind power system was studied using the GIS map 

information. 
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要  旨 

 

 沿岸域は，一般的に風速が大きく，かつ沿岸域諸施設のエネルギー自己需要も大きい．空港近傍

などの高度制限がある沿岸空間であっても，港湾管理などの自己エネルギー消費にあわせた規模の

中小型風力発電装置の潜在的な可能性は高いと考えられている．そこで本研究では，中規模の風車

を開発するとともに，その沿岸域への適用について検討することとした．一方，我が国沿岸の風力

分布については，これまでにも永井(2002)によって明らかにされてきている．このうち，東京湾も

比較的風力発電に適していることが分かっているが，これまでのところ十分な調査が実施されてい

なかった．そこで，本研究では以下の項目について検討し，とりまとめを行った． 

① 可搬性などが優れた沿岸域に設置する中規模風車の開発を行い，その制御システム等をとりま

とめた． 

② 東京湾沿岸における現地実証試験を実施しその結果をとりまとめ，風車前後の風速と発電量と

の関係を整理・考察した． 

③ 中規模風車によって得られる電力の現地活用としてのサンドバイパスへの応用の可能性を検

討した． 

④ 離島や山間部などの屈曲した搬送設置経路に対する，GIS を用いた風車設置の可否判断システ

ムを開発した． 

 

 

キーワード：風力発電，沿岸域，風力エネルギー利用，中規模風車，東京湾 
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1.はじめに 

 

沿岸域は内陸部に比較すると一般的に風速もしくは風

力エネルギーが大きく，風力発電設備を設置するのに適

しているため（永井，2002），これまでにも多くの風力発

電設備が設置されてきており，今後も増加していくもの

と考えられる． 

我が国の沿岸についてみると，地形や利用形態は様々

であり，それぞれの地域に対して風力発電の設備内容を

吟味した上で，導入する必要がある．たとえば，内湾に

面した比較的平坦な地域であれば，港湾や空港があり，

市街地も迫っている場合が多く，風力エネルギーに対す

る需要が大きい．港湾管理などの自己エネルギー消費に

あわせた規模の中小型風力発電装置の潜在的な可能性は

高いと考えられている．風力発電設備としては，スケー

ルメリットを最大限に活かせる高さ100m以上のメガワッ

ト大型風車が期待されるものの，空港近傍などでは高度

制限があるほか，市街地に近い場合には景観等の問題も

配慮する必要があるため，場合によっては中規模風車が

適している場合もある． 

急峻な山間部に迫った海岸や，離島が多くあることも

我が国沿岸の特徴である．このような場所では，風車の

部品の搬送が困難で，大型の風車を設置しにくい場合も

多い．また，大規模な市街地から離れていることも多い

ことから，周辺の地域の電力需要にあわせた中小型風力

発電の導入が適している場合もある． 

以上の背景をふまえ，当所は平成17～19年度の３か年

にわたって足利工業大学および駒井鉄工株式会社との３

者共同研究を実施し，沿岸域への適用を視野に入れた中

規模風力発電システムの開発と，これによって生産され

た電力エネルギーの現地活用に関する検討を行った．本

稿はこの３社共同研究の成果をとりまとめたものである． 

すなわち，本稿では，沿岸域に適した中規模風車の開

発と活用を目指して，以下の項目について検討した． 

１）300kW中規模風車のコンセプトと設計仕様 

我が国特有の問題である地震，落雷，風の乱流対策等

について検討する．特にここでは，今後設置が見込まれ

る離島や市街地から離れた岬などへの展開を考慮し，風

車の現地における容易な施工法についても検討した． 

（第２章：細見・小川が分担） 

２）東京湾に面した海岸における現地実証試験 

風力発電システムを実際に設置して，実際にその

性能を確かめることとした． 

（第３章：細見・小川が試験実施を分担 

永井・鈴木が結果の整理とりまとめを分担） 

３）限られた空間を有効に利用するためにより経済的

な風車間隔を決定するための基礎理論の構築 

通常，風車はブレード回転直径の10倍の距離を離して

設置される．しかし，風向きによっては10倍未満で済む

可能性がある．ここでは，第３章の実証試験結果に基づ

き，既往研究成果を含めて，解析を実施した． 

  （第４章の１－３節：永井・鈴木が分担） 

４）300kW中規模風車の性能評価 

第３章の実証試験結果に基づき，騒音・塩害耐久性・

安全制御などの基本的菜システムの性能について，検討

し評価した． 

    （第４章の４－６節：細見・小川が分担） 

５）沿岸域の風力エネルギー現地活用例の検討 

サンドバイパスの電力としての風力エネルギーの活用

を検討した． 

（第５章第１節：野口が分担） 

６）離島などへの中型風車の可搬性 

大型風車の設置が困難な理由として，大型ブレードを

設置地域まで搬送できないという問題がある．ここでは，

離島地域などへの中型風車の可搬性に関して検討した．   

（第５章第２節：牛山・西沢が分担） 

 

2．沿岸域中規模風車の開発 

 

2.1 開発コンセプト 

風力発電では，風のエネルギーを安全にかつ効率よく

引き出すために，発電機の性能を制約条件として作用す

る風に応じた荷重条件を設定している．従来のヨーロッ

パからの輸入風車は，ヨーロッパの風の特性に合わせて

比較的乱れの少ない風を対象として開発されている．日

本におけるこれまでの風力発電の設置場所は，風の乱れ

が小さく，年間を通じて安定した風が作用する海岸部や

高原地が選定されてきた．しかし，わが国は国土のほと

んどが山間部であり，今後の風力発電は離島や山間部で

の開発が増えると予測される．一方，近年のわが国の風

力発電がおかれている現状として，上述の海外機種の占

める割合が多いこと，国土の地形条件による風の乱れの

発生・輸送や建設に制約があること，台風や落雷という

自然環境の制約があることが風力発電導入促進の障壁と

なっている（（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構，

2007）．また，近年は建設コスト削減等経済性のスケール

メリットを理由に MW 級の大型風車建設が進んでいる

が，輸送や建設条件がさらに厳しくなることや，大型化

ゆえに景観や騒音が問題になることも多い． 

以上のような日本における風車建設状況を鑑み，今後
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の風力発電事業を活発にするためには，離島および山間

部において風力発電の導入を促進することのできる，厳

しい気象条件および輸送・建設の条件に適合した中規模

風車が必要と考えられる．また，このような仕様の風車

は，輸送条件や気象条件の厳しい離島においても適して

いると考えられる．ここでは，上記コンセプトにより開

発した中規模風車の概要を説明する． 

 

2.2 基本的な仕様と設計条件 

(1) 開発風車の仕様 

開発した風車の基本仕様と特徴を表-2.1，図-2.1 に示

す．写真-2.1 は，実証試験の全景である．定格出力 300kW

の水平軸プロペラ型風力発電設備である．ローターはア

ップウィンド型 3 枚翼の可変ピッチ制御システムを採用

した．カットイン風速は 3.0m/s，定格風速は 11.5m/s お

よびカットアウト風速は 25.0m/s である．本機のパワー

カーブを図-2.2に示す． 

本風車は，離島や山間部の建設を想定して，大型トレ

ーラーを使用せずに，4m 幅の道路でも通行可能な通常

の 10t トラックあるいは低床 15t トラックを使用して輸

送できるように部材の長さと重量を設定した． 

(2) 設計条件 

a) 風車クラス 

設計条件として，世界的な設計基準である IEC（国際

電気標準会議）の条件を満足すると共に，日本特有の風

の特性も考慮して，風車クラスの条件を設定して設計し

た．風の条件を決めるパラメータは，国内の起伏が多い

という地理的条件，台風に対する被害が多いという気象

的条件を考慮して，年平均風速をクラスⅡとして基準風

速と乱れ特性を大きく設定して「ⅡA+」とした（表-2.2

参照）． 

b) 耐震設計 

国内の建築基準（建築物の構造関係技術基準解説書編

集委員会，2007）と土木の基準（（社）日本道路協会，2002） 

 

表-2.1 開発した風車の基本仕様 

定格出力 300 kW

ローター直径 33.0 m

定格風速 11.5 m/s

定格回転数 40.5 rpm

回転数範囲 （可変速）12.0～47.6 rpm
カットイン風速 3.0 m/s

カットアウト風速 25.0 m/s

耐風速 70.0 m/s

 
図-2.1 開発した風車の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.2 KWT300 のパワーカーブ 

 

写真-2.1 実証試験の全景（駒井富津工場） 
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表-2.2  IEC 風車クラスと開発風車の位置付け 

風車クラス Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 開発風車
基準風速 Vref(m/s) 50 42.5 37.5 30 50 
年平均風速 Vave(m/s) 10 8.5 7.5 6 8.5 

I15 0.18 0.18 0.18 0.18 0.20 A 
a 2 2 2 2 1.5 

I15 0.16 0.16 0.16 0.16  

乱れ特性 

B 
a 3 3 3 3  

ここに，A ：高い乱れ特性のカテゴリー 

    B ：低い乱れ特性のカテゴリー 

    I15 ：風速 15m/s 時の乱れ強度の特性値 

 

に準拠して，地震に対しても安全な設計を行った．地震

動としては，比較的発生確率が高いレベル 1 地震動（200

～400gal 程度）とさらに大きな強度のレベル 2 地震動

（700～1000gal 程度）の 2 段階のレベルを考慮した． 

c) 落雷対策 

風車への落雷を完全に防ぐためには，風車周囲にブレ

ードより高い避雷設備を複数個設ける必要があるが，こ

の対策は過大な費用負担が生じるため現実的ではない．

したがって，落雷防止ではなく，落雷が生じても安全に

風車を運転できるような対策を行っている． 

国内では，JIS 規格による建築物に対する雷保護を中

心に規定されているが，風力発電設備を対象とした雷対

策については，具体的な基準が設けられていない．そこ

で，風力発電設備における雷対策は，一般的な規定の JIS 

A4201 と，国際的風力発電設備の規定である IEC 規格

（IEC，2002）に従って設計を行った．雷対策の設計レ

ベルとしては，IEC の保護レベルⅠを設定し，落雷に対

しても十分に安全な設計を行った（表-2.3）． 

 

表-2.3 IEC 保護レベルと雷パラメータ 

保 護 
レベル 

ピーク 
電 流 
（kA） 

比エネ 
ルギー 

（kJ/Ω） 

平均電流

上 昇 率 
（kA/μs） 

全電荷 
 

（C） 

回 転 
球体法 
（m） 

Ⅰ 200 10,000 200 300 20 
Ⅱ 150 5,600 150 225 30 
Ⅲ 45 
Ⅳ 

100 2,500 100 150 60 
 

d) 輸送条件 

離島や山間部への風車建設においては，輸送条件が重

要な制約条件となる．特に，MW 級の大型風車の場合，

ブレード長は約 30m～40m 程度にもなるため，ポールト

レーラでの輸送が困難になることが多い．したがって，

ブレードを輸送するために，特殊な起立装置付きの重機

（写真-2.2）を使って輸送したり，場合によっては道路

改良が必要になる．これらの条件が，建設コストを圧迫

することになる．ここで開発した風車は，離島や山間部

の建設を想定して，大型トレーラーを使用せずに，林道

程度の 4m 幅道路でも通行可能な，通常の 10t トラック

あるいは低床 15t トラックを使用して輸送できるように

部材の長さと重量を設定した．輸送条件を表-2.4に，ブ

レード輸送図を図-2.2 に示す． 

 

2.3 施工性の向上に向けて 

(1) 陸上部での施工性向上 

風車を陸上部に建設する場合，最も重量が重いナセル

をタワー先端に設置する必要がある．一般的には大型ク

レーンを使用しているが，建設位置までクレーンを移動

させるため，道路条件によっては搬入路の整備が必要と

なり，風車建設費を増大させる要因の一つとなっている． 

 
写真-2.2 ブレード起立装置 

（日本通運株式会社ホームページ） 

 

表-2.4 開発した風車の輸送条件 
 員数 重量 長さ 

ブレード 3 1 t 16 m 

タワー 5 11 t 未満 11 m 以下 

ナセル 1 15 t 未満 7.5m 未満 

 

 

図-2.2 ブレードの輸送 
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また，条件が悪い場合は大型クレーンを現地へ搬入で

きない場合がある．上記のような建設時の制約を少なく

することが重要と考え，大型クレーンを使用しないナセ

ルの建設工法を開発し実証試験機の架設を行った．この

工法は，離島や山間部の風車導入を可能とすることを目

的として開発したものである．図-2.3 にナセル架設のス

テップ図を示す．また，写真-2.3～2.12 は実証試験にお

ける架設状況である． 

 

［工法の概要］ 

実証試験で検討した工法のステップを以下に示す． 

・ 風車タワー頂部に回転式架設装置を，中型クレーン

（60t クラス）を使用して設置． 

・ この装置は鋼製フレームで構成され，中心の回転軸

をタワーに接続した架台上に固定する． 

・ 装置の姿勢制御は，装置の四方に滑車を介して接続

した制御ワイヤを，地上のウィンチの操作で行う． 

・ ナセルの吊上げは，装置の中心部を通る吊上げワイ

ヤを使用して地上のウィンチの操作で行う． 

・ ナセル吊上げ後，ナセルのタワー上への横移動は制

御ワイヤによる装置の回転で行い，タワー上の所定

の位置にナセルを据え付ける． 

 

この架設工法は，重量のあるウィンチを地上に設置す

ることで，タワー上に設置する装置を単純な構造で軽量

とすることができ，タワー上での組立が中型のクレーン

で可能となっている． 

 
図-2.3 ナセル架設ステップ図 

 

(2) 洋上部での施工性向上 

一般に，風力発電は沿岸部や内陸部の風況の良い場所

から設置が始まったが，近年は景観や騒音などの環境上

の問題に加え，風車自体の輸送条件の制約などから，海

上輸送を利用して輸送上の制約を少なくできる洋上部で

の建設が期待される． 

洋上部に風車を建設する場合，大別すると①自己昇降

式（SEP）台船を使う場合と，②起重機船（FC）を使う

場合が考えられ，国内外において施工実績のある工法で

ある（港湾・沿岸域における風力発電推進研究会，2005）． 

FC を使う場合，国内の現有船舶機械による建設が可能

であるが，波浪の影響を受けやすく，波浪による施工稼

働率が明確になっていない．SEP 台船を使う場合は，施

工時に波浪の影響が少なく施工性はよい．MW 級の大型

風車を建設する場合は，一般に，使用する重機も大型と

なるため，現有する国内の SEP 台船での施工は困難であ

る．一方，ここで検討している中規模風車の場合は，使

用する重機が 120t～160t クラスのクローラクレーンであ

るため，国内のSEP台船に搭載することが可能である（図

-2.4）． 

 

2.4 安全・制御システムの開発・改良 

(1) 安全・制御システム 

風車の安全性を確保するためには，どのように風車を

運転・停止させるかが重要である．また，風車設計にお

いて特筆すべきは，風車の安全・制御に対するコンセプ

トがその風車設計に直接関係することである．開発風車

では風車の運転時の安全を確保するため，以下に示す方

針により安全・制御システムの構築を試行した． 

 
図-2.4 SEP 台船による洋上風車建設 
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a) 故障により風車が危険にさらされる状態 

風車に故障が生じ，その故障により直接的に風車が危

険にさらされる（設計上の限界状態にいたる）状態とし

ては，①ピッチ制御の故障，②停電，③ローターの過回

転の 3 種類を想定しており，風車がこれらの状態になる

と風車を停止させるようにシステムを構築した． 

b) 設計上考慮する荷重ケース 

安全・制御システムを踏まえて，設計上考慮する荷重

ケースとして以下を検討した． 

・耐風速時に風車が故障するケース 

・任意の風車の状態と発生荷重状態の組み合わせ 

・原因の異なる 2 つ以上の独立した風車の故障は，同時

に発生しないものとする． 

c) フェールセーフ設計 

一般の機械や装置同様に，風車では制御システムの故

障および使用者の誤操作を前提に設計することは重要で

ある．ここでは，故障および誤操作による障害が発生し

た場合に，常に安全側に制御するフェールセーフ設計を

行い，不適切なシステムの機能や，回路の機能不全，操

作ミスによる破壊につながる機能低下を防ぐため，下記

の制御機能を持たせた． 

①主要パラメータをシステム（ソフト）とハードの両面

で制御するリタンダントコントロール 

・ 風車制御システムでは，ローターと発電機の回転

数，ピッチ角，風速・風向，温度，油圧，振動，電

圧，電流，周波数，主ケーブルのねじれなどのパラ

メータをチェックする． 

・  ローターと発電機の回転数，過大な振動，電圧，

電流，周波数，風車制御装置の故障，非常停止ボタ

ンについては，リレーを使用して風車を停止させる

ハードワイヤによる安全回路を設置した． 

②2 系統の独立したブレーキシステムを導入して，万一

の事態でも風車停止を可能とした． 

③電気システムの安全に対しては以下を配慮した． 

・  ローターブレーキやヨーブレーキは，停電時に風

車安全状態に移行する． 

・  全てのリレーは，停電時に安全回路を遮断させる

ことで安全側に移行する． 

④油圧システムの安全に対しては，停電時に風車安全状

態へ移行するように，ブレードはフェザー状態に移動

させ，メカニカルブレーキの作動およびヨーブレーキ

はフルブレーキ状態とした． 

(2) ブレーキシステムの概要 

風力発電のブレーキシステムとして，ローターの回転

を抑制するブレーキと，ナセルを固定するヨーブレーキ

を設置した．安全を考えて，停止時にはメカニカルブレ

ーキを使い，ヨー回転時には油圧を半開放にして回転さ

せるよう配慮した． 

ローターのブレーキでは，ディスクブレーキによる高

速ブレーキと，ブレードの受風角の制御により停止を行

う．特に，高速ブレーキは，通常運転時以外の，商用電

源の停止や制御装置の故障等の事故時において，制御シ

ステムでエラーを検知し，機構的にブレーキを動作させ

る仕様としている． 

ヨーブレーキは，油圧を用いたブレーキと，ヨーモー

ターによるディスクブレーキにより，ナセルの回転軸を

固定している．ローターブレーキ同様，事故時等におい

てブレーキを作動させる仕様としている． 

(3) 制御装置 

各種センサー，最適制御値の計算，風車制御，モニタ

ー出力などを総合的に関連させたシステムを構築した．

常時発電状態を監視すると共に，各種センサー情報をリ

ングバッファを用いて収集し，その情報をもとに最適な

制御値を計算し，運転制御を行うこととした． 

(4) 遠隔監視システム 

風力発電の運転状態の監視や運転操作を，事務所など

の遠隔地で実施するためのシステムを構築した．遠隔監

視システムは，インターネット回線を利用して行うので，

専用機器を必要とせず，汎用 PC が使用できる．  

 

写真-2.3 杭施工 

 

 

写真-2.4 基礎コンクリート施工 
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写真-2.5 タワー架設 

 

写真-2.6 タワー最終ブロック架設 

 

写真-2.7 回転装置地組み 

 

写真-2.8 回転装置の架設 

 

写真-2.9 ナセル上架 

 

写真-2.10 ナセル架設完了 

 

写真-2.11 ブレード架設 

 
写真-2.12 架設完了 
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3．現地実証試験 

 

3.1 概要 

(1)試験サイト 

風車建設に先立つ事前風況観測を，東京湾沿岸の富津

市に位置する風車設置サイトで，2002 年 11 月から 2003

年 10 月までの１年間にわたって実施した．観測結果は，

東京湾口に位置する常設洋上風観測点であるアシカ島観

測塔における同時期の観測結果と比較検討した． 

図-3.1に，富津およびアシカ島の両観測点位置を示す．

アシカ島観測塔は，岩礁上に建設された施設であり，平 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.1 風況観測点位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3.1 上から見た風車と風観測ポールの位置関係 

均海面上 13.5m の高さに超音波式風向風速計が設置され

ている．富津サイトでは，地上高 20m および 30m の２

観測点で，三杯型風速計と矢羽根型風向計によって事前

風況観測を行った． 

その後，写真-3.1～写真-3.4，および図-2.1 に示すよ

うに，実証試験としての風車と風況観測ポールを設置し，

2007 年より風況および発電量を観測している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3.2 風車と風観測ポールの位置関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3.3 風観測ポールの風速計と風向計の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3.4 風車の外観 

富津風観測点 
(駒井鉄工工場) 

アシカ島 
風観測点 

N 

港湾空港技術研究所

 観測ポ―ル
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 (2)試験サイトにおける風況 

図-3.2 は，2002 年 11 月～2003 年 10 月までの月平均

風速を示したものである．各観測点の月平均風速は，い

ずれの季節においても，アシカ島・富津 30m・富津 20m

の順の大きさであった．アシカ島は富津よりも観測標高

が低いにもかかわらず，強い風を観測しているのは，富

津における風は陸上の地形や建物の影響を受けているた

めであると考えられる． 

図-3.3 に，各観測点の風配図を示す．富津の風向は，

20m 高度と 30m 高度でほぼ一致しているが，アシカ島と

は若干異なり，アシカ島ではよく見られる N および S か

らの風が見られない．南北方向に強い遮蔽を受けている

ことがよくわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.2 月平均風速 (2002 年 11 月～2003 年 10 月) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.3 各観測点の風配図 (2002年 11月～2003年10月) 

 

3.2 観測結果 

(1)観測された風向・風速・発電量 

図-3.4～3.7 に 2007 年 3 月から 10 月にかけての実証

試験結果を示す．ここでは，3 月 1 日から 10 月 31 日ま

での連続観測情報を，10 分間毎の統計量として整理を行

い，観測ポール上で測定された 10 分間平均風向風速（風

速 A），風車背後の風向風速計で測定された 10 分間平均

風向風速（風速 B），および 10 分間の平均発電量を，そ

れぞれ経時変化図としてとりまとめている． 

図-2.2 の風車のパワーカーブに示されるように，カッ

トイン風速は 3m/s，カットアウト風速は 25m/s であり，

風速が 11.7m/s から 25m/s の際に，定格の発電出力が得

られるようになっている．図-3.4～3.7 はパワーカーブ

とよく対応しており，風速 3m/s 以下では発電量は概ねゼ

ロとなっており，風速が12m/sを超えると発電量は300kW

弱程度の一定値となっている．ただし，安全制御が過敏

に機能しすぎた結果，定格出力が期待される風速 12m/s

以上の強風時において，しばしば風車の運転が停止した

ことには注意が必要である．強風時における制御システ

ムの改良は，今後の課題として残された． 

 

4．実証試験結果の考察 

 

4.1 パワーカーブ 

図-4.1は，毎時の風速観測データと図-3.4～3.7に示

す実証試験の結果から得られたパワーカーブであり，永

井ら(2005a)にならった発電効率 A のパラメータをあわ

せて示している．風速 3m/s から 12m/s の領域では，発電

量は風速の 3乗に概ね比例するため，わずかな風速の相

違が，きわめて顕著な予測発電量の差として現れている

ことが，図からよく理解できる．本風車の発電効率 Aは，

定格前の風速11m/s以下の範囲では0.3程度の値を示し，

沿岸風力照明システム用の小型風車における実証試験結

果（永井ら，2005）とほぼ近い効率であった．また，図

-4.1 は，図-2.2のパワーカーブと極めて近い形状を示し

ている．すなわち，本実証試験で用いられた風車は，想

定する風車のパワーカーブ通りの発電をしていることが

実証された．なお，図-4.1 の定格発電量は 300ｋW を若

干下まわっている．これは発電機回転数とピッチ角の安

定化のための制御システムによるものであるが，現在調

整中である． 

 

4.2 風速階級別の発電量の評価 

表-4.1に，図-4.1に示されるパワーカーブを考慮した，

図-3.5～3.8の再整理結果を示す．10 分間平均観測値が

34,937 観測数ある中で，観測ポール上の A地点風速がカ

ットイン風速である 3m/s 以下となり，発電量がゼロであ

った観測数は，7,239 であった．すなわち，試験期間中

の 21％は，風が弱いため発電システムが休止していたこ

とになる．この階級の総発電量が完全にゼロにならず

210ｋWh という値になっているのは，10 分間平均風速と

して整理したためであると思われる．すなわち，平均風

速では 3m/s 以下であっても，10 分間中に 3m/s 以上の風

が数分程度継続すれば，風車は発電を行うと想定される． 
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図-3.4 観測された風向風速，発電量 2007 年 3 月 1 日～5 月 3 日 

（風速 Ua は観測ポール，風速 Ub は風車背後ナセル上の風速） 
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図-3.5 観測された風向風速，発電量 2007 年 5 月 4 日～7 月 6 日 

（風速 Ua は観測ポール，風速 Ub は風車背後ナセル上の風速） 
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図-3.6 観測された風向風速，発電量 2007 年 7 月 7 日～9 月 8 日 

（風速 Ua は観測ポール，風速 Ub は風車背後ナセル上の風速 2007 年 7 月～8 月） 
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図-3.7 観測された風向風速，発電量 2007 年 9 月 9 日～10 月 31 日 

（風速 Ua は観測ポール，風速 Ub は風車背後ナセル上の風速） 
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 他方，本発電システムが定格出力することが期待され

る風速 12m/s を超える観測数は 1456 であり，試験期間中

の 4%の期間にすぎなかったが，この短い延べ 243 時間の

期間中に，229,353kWh の全期間を通じた総発電量の 17％

にあたる発電量が得られており，風況によって変動する

風力発電量の時間的な偏在性が，改めて確認された．風

速 12m/s 以上の強風状態において，平均発電量が定格値

の 300kW よりもかなり低い 159kW となったのは，3.で述

べたように，安全制御が過敏に機能しすぎた結果，定格

出力が期待される風速 12m/s 以上の強風時において，し

ばしば風車の運転が停止したためであり，強風時におけ

る制御システムの改良は，今後の課題として残された． 

風速 3m/s から 6m/s の間の，比較的弱い風況となった

観測数は，13,846 観測であり，延べ 2308 時間（試験期

中の 40％）と多かったものの，この風速階級における総

発電量 31,687kWh は，全期間を通じた総発電量の 14％に

すぎず，カットイン風速の設定が風速 3m/s であっても

6m/s であっても，システムの総発電量には，大きな差を

与えないことも明らかにされた．ただし，わずかながら

であっても発電を継続するシステム稼働率といった観点

からは，カットイン風速の設定が風速 3m/s である場合と

6m/s である場合とでは，40％の相違があることには注意

を要するので，システムの目的に合わせた適切なカット

イン風速の設定が，望ましいものと思慮される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.1 パワーカーブの実証結果 

 

表-4.1 風速階級別出現度数と発電量 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 風車による背後風速の減衰 

(1)観測ポールと風車背後の風速の関係 

効率的な発電を行うために，風車は常に風の来襲方向

を向くように方位制御されているため，風車背後の風速

は風車によって風力エネルギーの一部が消費されて風速

が小さくなっているものと考えられる．風車前面と風車

背後の風速の関係を調べるため，ここでは図-4.2のよう

に領域を区分して風車前面と風車背後の風速を比較した． 

すなわち，風況観測ポールで観測される風速（風速 Ua）

と風車背後のナセル上で観測される風速（風速 Ub）との

関係を整理する際，観測ポールが風車の風上に位置する

“領域 a”，海側から風が来襲する“領域 b”（海風），観

測ポールが風下側に位置する“領域 c”，陸側から風が来

襲する“領域 d”（陸風）に分けた． 

“領域 a”の場合には，さらに，範囲を狭めて，範囲が

45 度の“領域 e”と 20 度の“領域 f”についても検討し

た．この場合，観測ポールを通った風が風車を直接通過

するため，風車前面と風車背後の風速を直接比較するこ

とができるものと考えられる．逆に，“領域 c”の観測ポ

ールが風下側に位置する場合は，観測ポールでの風速 Ua，

風車背後のナセル上の風速 Ub のいずれもが，風車を通過

した風を計測しているものと考えられる． 

図-4.3にそれぞれの領域での，観測ポール（風速 Ua）

と風車背後の風速（風速 Ub）との相関を示した．図中に

は，10 分間平均風速の観測数 N，風速 Ua と風速 Ub の平

均的な比を意味する回帰直線の傾き Sを表示している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.2 観測ポールと風車の位置関係 領域区分 

 

 

 

 

（b）海風となる領域

（d）陸風となる領域

N 8度

98度

188度

278度

観測ポール

風車

（a）観測ポールが風上

に位置する領域

（c）観測ポールが風下

に位置する領域

(e)範囲45度

(f)範囲20度

（b）海風となる領域

（d）陸風となる領域

N 8度

98度

188度

278度

観測ポール

風車

（a）観測ポールが風上

に位置する領域

（c）観測ポールが風下

に位置する領域

(e)範囲45度

(f)範囲20度

 A地点風速
（m/s)

出現回数
平均発電
量（kW)

総発電量
(kWh)

0-3 7,239 0 210
3-6 13,846 14 31,687
6-9 8,603 57 81,020
9-12 3,793 123 77,918
12- 1,456 159 38,518
合計 34,937           - 229,353
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次に，それぞれの領域の回帰直線の傾き Sに注目して

みる．観測ポールが風上にある“領域 a”では傾き S が

0.9673，風下にある“領域 c”では 0.9583，“領域 b”の

海風の場合は 0.9364，“領域 d”の陸風の場合は 0.9853

となっており，いずれの場合も風車背後の風速 Bの方が，

風車を通過していない風速 Aよりも小さくなっている． 

さらに，“領域 a”の幅を 45 度狭めた“領域 e”と 20

度狭めた“領域 f”の図を見てみると，風速 B はさらに

小さく，それぞれ 0.9369 と 0.922 となっている．この場

合，観測ポールを通った風が風車を直接通過しているも

のと考えられ，風車による風エネルギーの低減効果を直

接示しているものと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)風車による背後風速減衰に関する考察 

永井ら（2006b）は，白石ら（2005）による瀬棚港沖合

洋上風車に関する実測データをもとに，風車の裏側で測

定した風速について，風車によるエネルギーロスを考慮

して風車前面に来襲する風速を想定している．すなわち，

風車前面の風エネルギーを Ef，発電量を Ej，風車背後

の風エネルギーを Ebとするとき，エネルギー保存式であ

る式(1)を仮定する． 

 

 Ef = Eb + Ej                        (1) 

 

一般に，風エネルギー E は，式(2)に示すように風速

風速 B 

(m/s) 

風速 A (m/s) 風速 A (m/s) 

風速 A (m/s) 風速 A (m/s) 

風速 A (m/s) 風速 A (m/s) 

風速 B 

(m/s) 

風速 B 

(m/s) 

風速 B 

(m/s) 

風速 B 

(m/s) 

風速 B 

(m/s) 

データ数 N=456 

傾  き S=0.9583 

データ数 N=10193 

傾  き S=0.9853 

データ数 N=8588 

傾  き S=0.9364 

データ数 N=2228 

傾  き S=0.9673 

データ数 N=253 

傾  き S=0.9369 

データ数 N=74 

傾  き S=0.922 

“領域 c”観測ポールが風下になる場合

“領域 b”海風となる場合 

“領域 d”陸風となる場合 

“領域 e”領域 a の範囲を 45 度とした場合 “領域 f”領域 a の範囲を 20 度とした場合 

“領域 a”観測ポールが風上になる場合 

図-4.3 方位別の風速 A (観測ポール)と風速 B (風車背後のナセル上)の比較 
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U の 3 乗に比例する． 

 

 E = (π/2) ρ U3 R2                 (2) 

 

ここに，ρ は空気密度（1.226kg/m3），R は風車ロー

タの半径（23.5m）であり，πR2 は風車前後を空気が通

過する断面積を意味している．式(1)は，発電されずに熱

や騒音として消費されるエネルギーを無視するとともに，

風車のロータ回転円よりも外側における風速の変化を考

慮しておらず，空気の質量保存も満足しない，近似的か

つ大胆な仮定の上に提案された式である．しかしながら，

一般に風力発電システムを計画・設計する上で，単独の

風車建設にとどまる本実証試験のような事例はむしろ稀

であり，一般的には風車群による発電が行われることに

なる．この際，風車群中の合理的な風車配置計画を算定

するためのめやすの必要性から，式(1)は提案されたもの

である．ここでは，この関係式をもとに，本実証試験結

果の評価を試みた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.4 風車背後の推定風速比（瀬棚港） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.5 遮蔽率ηと風車前後の風速比 

 

(3)瀬棚における過去の検討事例との比較検討例 

瀬棚港で実際に運用されている洋上風車の発電実績デ

ータと風速観測結果をもとに，前面推定風速に対する風

車背後の風速比を算定した結果を，図-4.4に示す（白石

ら,2005）．風速比は風速 7-11m/s の範囲で極小値である

0.87 程度の値をとり，この範囲を離れると，より大きい

値となっている．この結果は，風車前後で風速変化が小

さかった光波レーダによる観測結果を裏付けるものであ

った． 

白石ら（2005）および永井ら（2006）は，さらに，図

-4.4 で得られた風速比の推定結果を，風車の影響を風況

シミュレーションに反映させるため，風車周辺の気流分

布の推定法を提案している．すなわち，風車を地表面付

近の気流障害物の一種としてとらえ，k-εモデルをベー

スに「局所的風況予測モデルの開発」（日本気象協会，

2003）に示された植生 canopy モデル（加藤ら，2001）の

考え方をふまえて，平均流に対する樹木の風速低減効果

に相当する項の設定を試み，気流の遮蔽率に相当するパ

ラメータη（植生モデルにおける格子体積に占める樹冠

部分の体積比）を提言した．ηが 1.0 の場合は完全に遮

蔽（透過せず），0.0 の場合は完全透過である．ηの適切

な値については，式(1)と(2)を仮定して，瀬棚港におけ

る実際の風速データと発電量データから得られた風車背

後の推定風速比を示す図-4.4をもとに試みた． 

図-4.5 は，洋上風車前面に作用する風速を 5m/s およ

び 15m/s に仮定し，それぞれの風速に対応した遮蔽率η

と風車前後の風速比の関係を，シミュレーションによっ

て求めたものである（永井ら,2006）．横軸にはηを示し，

ηを 0.0 から 1.0 の間で変化させた．図-4.5からわかる

ように，図-4.4 で得られた風速比 0.87 程度に相当する

ηは，風速 5m/s の場合であっても，15m/s の場合であっ

ても，概ね 0.005 程度の値となっていることがわかる．

すなわち，風速 5-15m/s の範囲では，風速によらず，η

を概ね 0.005 程度に設定できることがわかる． 

図-4.6は，本試験で得られた風速比である．ここでは，

風速比を，（観測ポールでの風速 Ub）／（風車背後での

風速 Ua）として定義した．(a)は全ケースであり，(b)と

(c)は観測ポールが風車の風上に位置する場合である．

(b)と(c)は，図-4.3 の“領域 e”の範囲 45 度，“領域 f”

の範囲 20 度のケースに，それぞれ相当する． 

観測ポールが風車の風上に位置していたケースが少な

く，特に風速 8m/s 以上のデータが得らなかったため，瀬

棚港で得られた図-4.4 との整合性を，必ずしも十分には

確認・検証するには至らなかったものの，図-4.6(b),(c)

を見ると図-4.4に近い，プロットの分布を示しているこ

とがわかる．なお，ηを 0.005 に仮定した図中の曲線が，

図-4.6(b),(c)では概ねプロット群の上限の包絡線とな

っているのは，式(1)の発電以外にも振動や熱等のエネル

ギーロスがあることを反映しているものと考えられる． 
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     図-4.6 本実証試験での風速比 

 

4.4 騒音評価 

風車騒音計測については，JIS および IEC の要求に基

づき実施し評価した．本実証試験における測定結果から，

ローター中心における見かけの音響パワーレベルは評価

風速 10m/s で 103dB になり，大型風車の標準的な値の

110dB より小さい値であることが確認できた（図-4.7）． 
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図-4.7 騒音測定による風車騒音の推定 

 

4.5 塩害対策 

洋上部や沿岸部に風力発電設備を建設する場合は，さ

らに塩害対策を配慮することが重要な課題である． 

本実証試験におけるプロトタイプは，護岸部からの離

隔が 20m 以内の位置に建設されており，塩害が生じやす

い立地条件下にある．このため，換気方式は空冷である

が塩害の可能性を考慮して以下の対策を施した． 

① ナセルにおいて換気口は風下側に向けて配置す

る． 

② タワー下の換気には海側の岸壁とは反対側に設

置する． 

③ 換気口には外部からの水の浸入を防ぐため，フー

ドおよびフィルターを取り付ける． 

上記対策の効果を確かめるため，塔内付着塩分量の計

測を行った．計測結果を表-4.2，4.3に示す．20 年間の

堆積付着量として換算した塩分付着量は，汚損区分で最

も塩分付着量が少ない一般区分であり，本風車は塩害に

比較的強い風車であることが推察される．ただし，塩害

による機器への影響や電気製品への影響度合いは，まだ

まだ未知な領域が多く今後も経年的な計測をしていくこ

とが望ましい． 

今後の塩害対策の課題としては，基礎やタワーに対し

て重防食塗装を施すことや，電気防食などの腐食対策を

行うことを検討している．さらに，風車機器への塩害対

策は重要な検討項目である．対策としては，開口部へ塩

害仕様フィルターの設置や，風車ナセルの密閉度を上げ

るような簡易的方法や，エアコンディショナー設置など

により，ナセル内と外気を完全に分離する方法などがあ

り，これらの対応も今後の検討課題である． 

 

表-4.2 実証試験風車の塔内付着塩分量測定結果 

暴露期間

（日） 
付着塩分量 
（mg） 

塩分付着量※1 

（g/cm2） 
汚損区分

25 0.12 2.4×10-4 一般 
82 0.40 2.4×10-4 一般 

※ 1：20 年間の堆積付着量として換算 

 

表-4.3 汚損区分（（社）電気協同研究会(1964）より) 
汚損区分 塩分付着量 

一般 0.01 g/cm2 
A 0.03 g/cm2 
B 0.06 g/cm2 
C 0.12 g/cm2 
D 0.35 g/cm2 

 

4.6 安全・制御システムの検証 

2007 年 9 月 6 日から 7 日にかけて，台風 0709 号が関

東地方を通過した．図-4.9 はその時の実証試験における

発電出力および風速の時系列を示したものである．図よ

り，風速が徐々に高くなり，カットアウト風速である

25m/s を超えると同時に，風車制御システムが作動し，

(a) 全ケース 

(b) “領域 e”範囲 45 度

(c) “領域 f”範囲 20 度

風速 Ua(m/s)

風速 Ua(m/s)

図 4.4 の風速

図 4.4 の風速

図 4.4 の風速

風速 Ua(m/s)

風速比(風速 Ub／風速 Ua) 

風速比(風速 Ub／風速 Ua)

風速比(風速 Ub／風速 Ua)
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カットアウトしたことが確認でき，安全制御システムが

稼動したことがわかる．しかしながら，前述した表-4.1

で紹介したように，安全制御が過敏に機能しすぎている

結果，定格出力が期待される風速 12m/s 以上の強風時に

おいて，しばしば風車の運転が停止し，強風時に定格発

電が継続できない問題点は残されているので，強風時に

おける制御システムの改良は，今後の課題として残され

ている． 
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図-4.9 カットアウト状況 

 

5．課題と将来展望 

 

5.1 サンドバイパスへの応用 

(1)背景と目的 

 日本では，ダムや港湾・漁港における土砂の堆積や河

川からの供給土砂量の減少や海岸・港湾構造物による沿

岸漂砂量の減少などによる海岸侵食など土砂に関する

様々な問題が生じている． 

これらの問題に対して局所的な観点のみで解決を図る

と，対象となっている領域では問題が解決しても，それ

が別な領域における新たな問題の発生を引き起こすこと

がある．そこで，広域的視点から海岸侵食に取り組むこ

とが改正海岸法の下で定められた海岸保全基本方針で示

されるとともに，河川上流から海岸までの広域的かつ連

続的な土砂の流れを考慮した「総合的な土砂管理」が提

唱され，今までにそれらに関するいくつかの調査研究が

実施されてきた（例えば，加藤ら(1985)，栗山(2001)，

佐藤ら(2004)）． 

 「総合的な土砂管理」の観点から注目されている工法

としてサンドバイパス工法がある．これは，土砂を堆積

している領域から不足している領域に人工的に輸送する

ものであり，沿岸におけるサンドバイパス工法は，河川

からの流下土砂量が増加した場合に懸念される港湾・漁

港の航路・泊地における埋没対策工法となるとともに，

海岸侵食の生じている領域では，構造物を少なくしてよ

り自然に近い状態で海岸を防護する工法となりうる． 

 反面，本工法は，定期的・定常的に土砂を移動させな

ければならず，土砂をトラック等で輸送する際に，CO2

を排出して地球環境に負荷を与えるとともに，交通渋滞

や騒音等の問題を起こす可能性もある．こうした問題に

対しては，輸送に伴うエネルギーとして，現地の風力等

のクリーンエネルギーを活用し，必要最小限の土砂輸送

を半自動的に行うことができるパイプを用いたスラリー

輸送方式が，望ましい解決策の一つと考えられる．海浜

および海面上は，障害物の多い都市とは異なり，安定し

た強い風が期待できるため，風力発電に適しているため

である(永井ら，2002)． 

 本節では，風力エネルギーを利用したサンドバイパス

工法の可能性を検討するため，関東地方近郊の太平洋に

面した海岸を想定し，土砂輸送量の想定の下で，定常的

なサンドバイパスを可能とするシステムの試設計を行っ

た．そして現地実証試験データを基に，必要電力量の試

算とその電力をまかなう風車システムについて検討した． 

(2)有孔管土砂輸送工法の原理と概要（野口，2006） 

a) 工法概要 

サンドバイパス工法において，砂を集積する場所は，砂

の堆積している場所に設定される．砂の集積装置は原則

として移動せず，波等により集まる砂を海水とともに集

積装置内に取り組み，そのまま土砂水流として，パイプ

ラインによる輸送を行うものである（図-5.1）．  

河口 
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堤
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砂の流れの方向 

波の入射方向 
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砂水排出

砂集積機構

泥水ﾎﾟﾝﾌﾟ

砂浜の浸食域

砂の堆積域

P

 
図-5.1有孔管土砂輸送工法概要平面図 

 

 
図-5.2 砂集積装置部概要図（正面図） 
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図-5.3 集積装置概要（A-A 断面図） 
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図-5.4 排砂場所平面図 
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図-5.5 排砂場所断面図 

 
b) 砂の集積装置部 

砂の集積に用いる有孔管の下部に，沈設及び周囲の砂

を流動化させるための水ジェット口を並べておく（図

-5.2）．有孔管の中央部は，管に搭載された泥水ポンプに

接続されている．両端部は，通水用の孔を設け海水中に

通じている． 

水ジェット噴出口よりジェット水を噴出させると，下

部の砂が流動化し，有孔管がその自重（含むポンプ等重

量）により砂の中へ沈下していく．泥水ポンプを稼働さ

せると，流動化した砂が，有孔管の孔を通して，管内に

海水と混合して流入する（図-5.3）．砂と海水が混合した

泥水は有孔管内を流れて泥水ポンプに吸引され泥水ポン

プから排砂管を通して排砂場所まで輸送され排出される．  

波が作用する場所では，装置が自沈して形成された窪

みに周囲から砂が掃き流されて流入する．装置の自沈が

進行するにつれて窪みも大きくなり窪みに流入する砂量

も多くなり，吸引する砂量と流入砂量がバランスした時

点で装置の自沈は進行しなくなる． 

砂の集積場所は，波の力を利用して砂を集積する点で

は，「①汀線付近」の波打ち際が望ましい．しかし「②砂

浜（陸域）」及び，浚渫船が近づけないような「③狭い水

域，水深の浅い水域等」における施工も想定している． 

c) 輸送管部 

泥水ポンプから排出された砂と海水が混合した泥水は，

硬質塩化ビニル管（以下塩ビ管と記す）を用いたパイプ

ラインを通して排出場所まで輸送される．パイプライン

は，海浜の背後の陸上部に布設されることを想定してい

る． 

輸送管には流量計及び密度計（含泥率を算出）を設置

しておき，泥水流量，含泥率（砂濃度）を計測し，これ

らのデータから砂流量を算定する． 

d) 排砂部 

侵食された海浜の陸側に築堤で囲われた排砂場所へ泥

水を排出する(図-5.4,5.5)．海水は，底面の砂層に浸透

し，砂層でろ過され，ろ過されたきれいな海水は，海へ

ゆっくりと浸出する．残った砂は築堤内に堆積される．

排砂地点が堆積砂で盛り上がると塩ビ管を延長し，排砂

地点を少しずつ移動させる．海開きの数日前にブルドー

ザを用いて，海浜の前面に押し広げる． 

e) 期待される効果 

期待される主な効果及び特徴を以下に記す． 

①砂集積効果が継続的に発揮される． 

②専用の移動機構は不要である． 

③基本的な動力は，土砂水流の吸引・排出及びジェット

水等供給用のポンプ動力だけであり，駆動部の少ない簡

易な工法である． 

④可搬式であり，機材はトラック等により簡易に陸上輸

送が可能である． 

⑤砂集積場所は，汀線付近の他，陸上及び狭水域等，汎

用的に活用が期待される． 

⑥簡易な装置・構造の工法のため，経済的である． 

 

(3)サンドバイパス設備 

関東およびその周辺において太平洋に面している遠州

灘海岸や鹿島灘海岸などの沿岸漂砂量（例えば，Sato・

Tanaka(1966)，宇多 (1997)，栗山 (2001)， Kuriyama ・

Sakamoto(2007)）を参考にして，本研究では，サンドバ

イパスで輸送する土砂量を 50 千ｍ3（粒径 0.2mm）と想

定した．この量は，延長 500m 奥行き 100m 長さの砂浜

に厚さ 1m の砂層を敷く量に相当する．サンドバイパス

工法による土砂輸送期間としては，海水浴シーズン(7～8

月)を避けた通年(10 か月間)を想定し，土砂輸送距離とし



- 22 - 

ては，1km 程度の距離を想定した． 

これまでのフィールド実験では砂の輸送距離は 50～

60ｍ程度であったため，泥水ポンプは主に出力 9kW のポ

ンプを使用していた．1km の輸送距離を想定した必要揚

程を計算すると 49.9m となり，37kW 泥水ポンプ（揚程

27m：流量 2.3m3/分）2 台使用するものとした．設備の諸

仕様を下記に記す． 

・泥水ポンプ（37kW）×２台（１台は中継ポンプ） 

・水ジェットポンプ：9.2kW 

・波が無い場合の装置牽引ウインチ：1kW 

これら設備の稼働に必要な電力は計 84kW となる． 

システムの起動時には定格以上の電流が流れることや，

システムの運転停止にあたっては輸送管内を水清掃し土

砂の滞留を排除しなければならないこと等を考慮し，こ

こでは所要電力量に若干の余裕を見込むこととし，

100kW 以上の電力供給がなされる時にシステムが順調

に稼動して砂が集積・輸送される状態とした．電力供給

量が 100kW 以下となる際には砂の集積を停止するため

水ジェットポンプ及び牽引ウインチの稼働を止め，通水

だけの状態として輸送管内の砂を排出させた後に泥水ポ

ンプを停止させる運用状況を想定する．なお，輸送距離

が 1km では，本設備では，砂が有孔管に集積され輸送･

排出されるまでに 7.6 分を要する． 

稼動時における本設備の土砂集積･輸送能力は 21m3/h

と設定しているので，年間 50 千 m3 の砂を輸送するには 

100kW（以上）の電力が供給される時間が，2,380 時間以

上必要となる．これは，7-8 月を除いた 10 ヵ月の期間内

での，100kW 以上の電力供給時間率が，33％以上である

ことに相当する． 

(4) 風力発電設備の適用に向けての課題整理 

 a) 風力発電設備 

 土砂をトラック等で輸送することによる，二酸化炭素

の排出や，交通渋滞・騒音などの問題を回避するため，

風力エネルギーの活用を以下に検討する．ここでは， 

100kW 以上の電力供給をめざすが，風力発電設備は一般

に時空間的に発電量の変動が大きいため余裕を持った発

電設備の設置が望ましいこと，および，こうした中規模

の風力発電設備の市場は今のところ小さく風力発電設備

の規模選択の範囲が限られていることを考慮し，沿岸域

を対象として設計開発が進められている 2～4 章で述べ

た風力発電設備１式を設置することを与条件とし，以下

の検討を進める． 

この風力発電設備の概要は，2～4 章のとおりである． 

4 章のパワーカーブ（入射風速と発電量の関係）より，

サンドバイパス設備 1 セットを稼動させるために必要な

100kW の電力を得るには 7.84m/s の風速が必要と算定さ

れ，システム２セットを並行稼動させるための 200kW の

電力を得るには 9.81m/s 以上の風速が必要であり，シス

テム３セットを並行稼動させるための 300kW の定格電

力を得るには 11.7m/s 以上の風速が必要と算定される． 

 b) 観測データに基づく風況の特性 

近年，ナウファス（全国港湾海洋波浪情報網：

NOWPHAS：Nationwide Ocean Wave information network 

for Ports and Harbors）の一環として，全国沿岸域におけ

る風観測データの蓄積と解析が進められつつある． 

こうした中で，風力エネルギーは，沿岸域においては，

空間的に変動が大きいため，風車の設置場所に応じて期

待される発電量は，陸域と海域では大きく異なるものと

なることが知られている．すなわち，洋上風は陸上風に

比べて，一般に，平均的な風速が大きく，かつ，風況が

安定しており，主軸および主軸直角方向の短時間内の風

変動が小さく，安定的な電力を得るためには，洋上に風

車を設置することが望ましい． 

表-5.1は，ナウファスによって観測された，関東地方

における４風観測点，すなわち，常陸那珂（陸上），鹿島

（陸上），第二海堡（東京湾内人工島），アシカ島（東京

湾内岩礁）の概要を示したものである．1996-2000 年の

風観測データより，各地点の 7-8 月を除いた 10 ヶ月間の

データの測得率が 90％以上の年度のデータを対象とし

て，各データを 1/7 乗則を用いて風車高さの 43.5ｍに高

さ補正を行った． 

これらのデータを，風力設備のカットアウト風速

25m/s も考慮し，100kW 以上の電力が得られる風速

7.84-25m/s の出現頻度, 200kW 以上の電力が得られる風

速 9.81-25m/s の出現頻度, 定格 300kW 以上の電力が得ら

れる風速 11.7-25m/s の出現頻度に整理したグラフを図

-5.6 に示す． 

図-5.6で示すように，鹿島，常陸那珂の陸上観測地点

では 100kW 以上の電力を得られる風速の出現頻度は設

定目標の 33％に達しないが，アシカ島，第二海堡の洋上

観測地点では 100kW 以上の電力を得られる風速の出現

頻度は約 43%と設定の 33％を上回ることから風力発電

設備が洋上に設置されると，本システムが成立し得るこ

とが示された． 

また，アシカ島，第二海堡の洋上観測地点では， 

200kW 以上の出力の出現頻度が約 28%，300kW 以上の出

力の出現頻度も約 17％あることから，本設備を 2-3 セッ

ト設備しておき，風速に応じて 2～3 セット稼動のような

運用形態とすれば，風力エネルギーの有効活用の点から

は効率が向上する． 
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表-5.1 関東地方の４風観測点の概要 
 

観測地点 アシカ島 第二海堡 鹿島 常陸那珂

観測場所 洋上 洋上 陸上 陸上 

地上高（m） 13.5 7.0 10.0 29.5 
使用 

データ年 

’99-’00 
(2 年) 

’96-’00 
(5 年) 

’97-’00 
(4 年) 

’96-’00 
(5 年) 

測得率 

(除 7-8 月) 

98.0% 97.5% 99.9% 98.3% 

年平均風速

（m/s） 

(除 7-8 月) 

6.64 
(6.57) 

5.75 
(5.88) 

3.99 
(4.04) 

4.20 
(4.30) 

43.5m 高換

算係数 

1.18 1.30 1.23 1.06 

 

42.8% 42.6%

11.7% 12.3%

27.7%
28.6%

3.9%
5.1%

16.0% 18.1%

1.3% 2.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

アシカ島 第二海堡 鹿島 常陸那珂

出現頻度

7.84～25m/s

9.81～25m/s

11.7～25ｍ/ｓ

 
図-5.6 風速段階別出現頻度 

 

c) 余剰電力の付加的活用 

表-5.1に示すアシカ島，第二海堡の洋上観測地点の風

データ及び風力発電設備のパワーカーブを用いて，平均

の年間期待発電量を試算すると，989MWh となる．サン

ドバイパス設備を一セット設け 5 万 m3 の砂を集積・輸

送するための電力量は 100kW の設備を 2,380 時間稼働さ

せる 238MWh であり，活用される電力量の割合は 24%と

約 1/4 である．残りの余剰電力 751MWh の有効活用策と

して下記事項が考えられる． 

①売電：系統連携がうまくいって売電できれば火力発

電所への負荷を減らし，CO2排出削減に貢献する． 

②エネルギーの現地利用：系統連携がうまくいかず売

電できない場合，現地利用の照明システム（蓄電システ

ムと組み合わせ）等が考えられる． 

d) CO2 削減効果 

従来の一般的なサンドバイパス工法である「バックホ

ウ積み込み－ダンプトラック輸送」により 50 千 m3 の土

砂を掘削・輸送する場合の毎年排出される CO2 を試算し

た． 

港湾土木請負積算基準により試算すると，バックホウ

(クローラ型山積み 1.4m3)は，延べ 100台・日必要となり，

消費される軽油は 16,900l と試算される．同様にダンプ

トラック(10ｔ積)は，延べ 900 台・日必要となり，消費

される軽油は 56,700l と試算され，合計 73,600ｌの軽油

が消費されることとなる．軽油の CO2 排出原単位を

2,623.0 ㎏-CO2/kl とすると毎年の CO2 排出量は 193 トン

に値する． 

さらに余剰電力 751MWh を売電により有効に活用で

きれば発電による負荷軽減効果として，石油火力発電の

CO2排出原単位を 200g-CO2/ｋWhとすると 150トンの削

減効果に値する．両者を合わせると 343 トン/年の C02削

減効果が見込まれる． 

 なお，本節では風力と発電量の観点からサンドバイパ

ス工法への応用を検討したが，今後コスト面における検

討も必要である． 

 

5.2 大型風車設置困難地域への活用 

（離島の急峻な地形への設置の検討） 

 

5.2.1 はじめに 

わが国は多数の有人離島を有しており，それらの離島

の電力系統は本土と連系しておらず，ほとんどが離島の

独立電源により，需給関係をバランスさせる必要のある

独立系統である．また，本土の発電が主に火力，原子力，

水力発電などで発電しているのに対し，離島では液体燃

料を用いた内燃力機関，いわゆるディーゼル発電機で電

力をまかなっている場合がほとんどである． 

液体燃料のみを用いた発電は一般に本土における発電

単価を大きく上回ることも知られており，加えて原油価

格が高騰している昨今において，さらに発電単価が高騰

しているのが現状である（伊藤・細木，2006）． また，

化石燃料のみの発電となるため，CO2 の排出も多くなる

ことから，風力発電設備の導入が期待されている． 

しかしながら，わが国の離島は急峻な地形が多く，ロ

ジスティクスのための港湾を含め風車の建設インフラが

不十分であるなどの立地環境，また強風・乱流や落雷な

ど日本特有の自然環境があり，さらに現在の主流である

1-2MW クラスの大型風力発電機を設置するには，輸送の

ための道路の確保が必要である． 

これら大型風力発電機のブレードの長さは 1MW 機で

27～30m，2MW 機では写真-5.1 に示すような 40m にも

なり，本土においても，輸送のための道路の幅員や長さ

を確保しなければならず，沿岸，山間部へ設置する際に

は，既存の道路の改修が必要となり，道路拡幅の工事に

よって，樹木伐採など環境に対する大きな影響を及ぼす 
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ことが少なくなかった．また，道路の拡張工事を施工す

るためには，地図上での確認に加えて現地の測量調査を

実施し，さらには監督官庁に対して，測量調査を基礎に

した工事計画の申請手続き等を行う必要があるため，計

画から設置まで予期する以上の時間がかかってしまうの

が実情であった． 

 そこで本節において，（独）新エネルギー産業技術総合

開発機構（NEDO）および（財）日本気象協会（JWA）が開

発した配布版 LAWEPS による風況マップと国土地理院の

数値地図を地理情報システム（GIS）を使用して平均風速

7m/s 以上の離島を抽出すると共に，国内の離島系統の分

布と規模を調査し，さらに中規模風車の離島の急峻な地

形への設置の可能性について数サイトを選定し，西沢ら

が考案した簡易解析手法（西沢ら，2008）を用いて検討

した結果を報告する． 

 

 5.2.2 データベースおよびソフトウェア 

本研究において使用したデータベースおよびソフトウ

ェアと，それらの概要について以下に示す． 

(1)国土地理院・数値地図 200,000（地図画像） 

20 万分 1 地勢図のラスタデータ．全国を整備し，

図葉ファイル(地図部分)と陰影図ファイルを別ファ

イルで収録している．図葉ファイルは，色版毎にデー

タ化され，TIFF 形式である．陰影図ファイルは Jpeg

形式である．なお，TIFF 形式および Jpeg 形式ファイ

ルは，グラフィックソフトなどで編集可能である． 

(2)国土地理院・数値地図 50,000（地図画像） 

5 万分 1 地形図のラスタデータ．(1)と同形式のフ

ァイルで提供されている． 

(3)国土地理院・数値地図 50m メッシュ（標高） 

2万 5千分1地形図の等高線から求めた標高データ．

約 50m メッシュの精度(南北方向 1.5 秒，東西方向

2.25 秒)を持つ，国土地理院が全国を整備する，もっ

とも詳細な標高データであり，3 次元 CG の作成に適

したものである． 

(4)局所風況予測システム（LAWEPS）Ver.3.0 

複雑地形上においても年平均風速が高精度で予測

できる，多段階ネスティングモデルによる風況予測

システム．本研究では，日本全体の概要のみの把握

を目的としたため，「風況マップ表示システム」の

5km メッシュ風況マップ（地上高 50m）を使用した． 

(5)Super Map Editor 2003 

地図データ等をひとつのプラットフォーム内で編

集・解析を行うソフトウェア．各種データ形式に対

応しており，代表的なデータ交換用フォーマットの

Arc/Info 形式（.e00）の入出力ができる廉価版ソフ

トウェアのひとつである．また，国土交通省国土計

画局が平成 17 年から整備を進めている「国土数値情

報ダウンロードサービス（新フォーマット（JPGIS）

準拠データ）」を専用の変換ツールよって利用するこ

とが可能である．（XML 形式⇒Shape 形式に変換） 

なお，上位版の Super Map Deskpro と比較すると，

標高データから３次元 CG の表示ができないこと，解

析ツールで GIS のもっとも必要とするオーバレイ解

析（２つのポリゴンデータの和・差分など一連の幾

何演算を行う空間解析）やネットワーク解析（経路

解析，アクセス可能解析など）ができないなどの制

限はあるが，地図データの作成・編集機能に特化し

ているため，比較的使用しやすい． 

(6)カシミール 3Ｄ（Ver.8.72） 

フリーソフトウェアではあるが，３次元 CG 表示，

GPS機器の NMEAおよびIPSデータの入出力，Arc/Info

形式の入力（ベクタデータのみ）および CSV 形式の入

出力などが各種プラグインによって対応可能となっ

ており，本研究におけるデータ解析のメインソフトウ

ェアである．ただし，国土地理院・数値地図（空間デ

ータ基盤）が扱えないため，道路などの空間情報を数

値データとして認識しておらず，そのためネットワー

ク解析（ルート解析）ができない． 

なお，これらの座標系の設定は，すべて「世界測地系

（JGD2000）」として解析を行っている．この JGD2000 は，

緯度経度座標系，平面直角座標系，UTM 座標系を扱うこ

とができ，GPS などに使用されている世界測地系（WGS84）

とも互換性が高いため採用した． 

 

 5.2.3 簡易解析手法（西沢ら，2008） 

本研究で用いた簡易解析手法を以下に記す． 

この簡易解析手法の目的は，風力発電に適した風況の

サイトまで，ブレード等をトラックもしくはトレーラに

写真-5.1 大型風力発電機 N80/2500 のブレード 
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平積みした際に，その輸送のために使用する道路上にお

いて，進行方向にブレード等の長さに相当する直線距離

が存在するかを簡便に判定することである． 

風力発電事業に適した風況は，一般的に年間平均風速

が 6.5m/s 以上であるとされている．しかし，本研究で用

いた LAWEPS の「風況マップ表示システム」は，5,6,7,8,9

および10m/sと1m/s毎にラスタデータ化されているため，

6.5m/s 以上である 7m/s 以上をベクタデータ化し，解析

の対象とした．また，それ以上の風速であれば，さらに

風力発電に適している箇所となるため，参考までに年間

平均風速 8m/s 以上のラスタデータ部分のベクタデータ

化を行った． 

道路法による車両に対する一般的制限値（最高限度）

は，車両諸元として幅 2.5m，長さ 12.0m，高さ 3.8m，最

小回転半径 12.0m であり，風車の部品を輸送する際には，

この制限値を超えるため，特殊車両通行許可が必要とな

る．この申請は，国土交通省管轄の「特殊車両オンライ

ン申請システム」等で行うことができる．このシステム

では，申請書一式（特殊車両通行許可申請書，車両に関

する説明書，通行経路表，経路図，車検証の写し，車両

内訳書）を作成するため，デジタル地図により経路を算

定するほか，C/D 条件や個別審査箇所および通行不可能

箇所の確認が可能であるが，長尺物の輸送の際に検討し

なければならない道路上の進行方向の直線距離を算出・

出力する項目がない．そこで，本研究で用いた簡易解析

手法と併用する事で，最適なルートを短時間で決定する

ことが可能となる． 

また，ブレード等の長尺物を輸送する際には，自動車

の長さにその長さの10分の1の長さを加えた長さを超え

る場合などがあり，特殊車両通行許可証のほかに，警察

署管轄の制限外積載等許可証も必要である． 

なお，これらトラックやトレーラの最小回転半径につ

いては，道路法および道路構造令等により，どちらでも

最小回転半径の一般的制限値が 12m 以下になるよう車体

設計に関する規制があり，道路もこれらが安全かつ円滑

に通行することができるように施工されていることから，

図-5.8のように10tトラックにて16mのブレードを輸送

する際の問題はない．さらには長尺物を積載したときの

オーバーハング分を補うため，各運送会社では車両の切

返しを何度も行って走行することから，オーバーハング

による最小回転半径の評価はあまり意味をなさないため，

これに対しての判定作業は実施しなかった． 

また，道路構造令において，小型道路（乗用車専用道

路）と定義され，最小回転半径 7m 以上で施工される道路

は，10t トラックやトレーラが走行できないため，本研 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究の対象としていない． 

 

○解析手法の手順○ 

(1)LAWEPSの5kmメッシュ風況マップのラスタデータ（画

像データ）および緯度経度情報を取得する． 

(2)風況ラスタデータから風速 7m/s 未満の消去加工を施

した後，メッシュのスムージング処理を行う． 

＊Photo Shop などの画像編集ソフトのコマンドを利

用した． 

(3)SuperMapEditor(SME)上で，風況ラスタデータを風速

7m/s以上のエリアと風速8m/s以上のエリアをベクタ

データ化し，Arc/Info 形式にエクスポートする． 

(4)カシミール3D上にGISデータとしてインポートする． 

(5)風況ベクタデータ内に国土地理院・数値地図 50,000

（地図画像）のラスタデータの道路が存在するかを

目視にて確認する． 

(6)道路の存在を確認した後，もっとも近い港湾もしく

は高速道路のインターチェンジ，通過点等をウェイポ

イントとして登録し，図-5.9 に示すように，それら

を手動でトレースしてルートの作成を行う．ルートの

トレースの際，直線と次の直線をつなぐカーブの道路

の中心を１点だけ抽出し，それをルートポイントとし

て登録する．その抽出したカーブ点からカーブ点まで

の直線距離を計算できるようにした． 

(7)ウェイポイントおよびルートポイントを CSV 形式で

エクスポートする． 

(8)CSV ファイルには，いくつかの主要数値が出力される

が，ここではポイント名，緯度，経度，標高のみを使

用する．各ポイントおける緯度経度の差から平面上の 

図-5.8 10t トラックによるブレード輸送の軌跡

（図中の寸法は mm 標記） 
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距離を算出し，これに標高の差を加味し再計算して，道

路の長さを算出した．さらに，標高の差から道路の勾配

を算出した． 

計算式は下記の通りである． 

( ) ( )21nn
2

1nnn 120,111)yy(120,111)xx(l ×−+×−= −−  

( )21nnnn hhlL −−+=  

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
= −

n

n1

l
htanα  

ここで， 

nx ， 1nx −  ：ルートポイントの経度座標[度分秒] 

ny ， 1ny −  ：ルートポイントの緯度座標[度分秒] 

＊緯度経度 1[度]＝60[海里]=111,120[m] 

（1[海里]＝1,852[m]換算） 

nh ， 1nh −  ：ルートポイントの標高[m] 

nl ：ルートポイント間の平面上の距離[m] 

nL ：ルートポイント間の道路長さ[m] 

nα ：ルートポイント間の勾配[°] 

(9) (8)における計算結果と輸送対象となるブレード長

を比較し，そのルート上で道路がブレードを輸送で

きるだけの長さがあるかどうかの判定を行う． 

(10) (9)の結果をカシミール上に CSV 形式でインポート

し，そのポイントが可視化できるようマッピングを

行った． 

 

5.2.4 風況ラスタデータからベクタデータへの変換 

図-5.10にLAWEPSの各地域ごとのラスタデータを日本

の行政界，海岸線（ベクタデータ）にマッピングしたも

のを示す．また，図-5.11 にはラスタデータをベクタ化

したものを示す． 

なお，ここで使用した行政界，海岸線は「みんなの地

球地図プロジェクト」から無料配信されているものを使

用した．現在，同プロジェクト web では，Shape 形式デ

ータにて，行政域（ポリゴンデータ），行政界，海岸線（ベ

クタデータ），行政域（ポイントデータ），水系（ポリゴ

ン，ベクタ，ポイントデータ），交通網（ベクタデータ），

人口集中域（ポリゴン，ポイントデータ），海部（ポリゴ

ンデータ）がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2.5 離島の選定および系統 

5.2.3．(4)の手法により風速 7m/s 以上の離島（一部は

沿岸部）の箇所を表-5.1に示す．また，図-5.12に国内

おける独立系統を有する離島の分布を示す．なお，便宜

的に各離島が保有する発電機の設備容量で大中小規模に

分類した． 

図-5.9 ルートポイントの作成例 

（－がルート，●がルートポイント． 

    ポイントはカーブあたり１つで作成した．）

5 6 7 8 9 10
風速[m/s]

図-5.10 風況ラスタデータ（統合） 

風速7[m/s]以上領域

風速8[m/s]以上領域

図-5.11 風況ベクタデータ 
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 これより，独立系統の多くは東京地区，九州地区，沖

縄地区に多く存在することがわかる．またその数は 57

系統であり，発電設備容量の単純合計は約 83 万 kW であ

った（西沢ら，2008）． 

なお，離島系統を多く抱える東京電力，九州電力，沖

縄電力管内には，東京電力：10 離島系統，九州電力：23

離島系統，沖縄電力：12 離島系統が存在し，その系統規

模は，下は 60kW から上は 92,800kW までとかなりの幅が

ある．表-5.2 に規模別に分類して整理したものを示す

（富士重工業株式会社，2003)． 

 

表-5.1 風速 7m/s 以上の離島（沿岸）一覧 

太平洋側 

新島（北側） 大島（南側） 

三宅島  

種子島の北と南 屋久島 

上屋久町 異島 

甑島列島  

日本海側 

隠岐島郡 壱岐島 

対馬（北側，南側） 的山大島 

生月島（北側） 福江近辺の諸島 

野崎島 小値賀島 

宇久島 江島 

平島 中通島（北側） 

その他（本土・日本海側の岬，半島） 

夏泊半島 大間 

小泊岬 男鹿半島 

猿山  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5.2 離島系統数 

電力会社 規模 系統数 

小（～999kW） 4 

中（1,000～9,999kW） 4 東京電力 

大（10,000kW～） 2 

小 12 

中 2 九州電力 

大 9 

小 2 

中 7 沖縄電力 

大 3 

 

5.2.6 適地サイトの選定および道路の直線距離 

および勾配に関する検証 

図-5.13に 5.2.3(5)の手法にて選定した４箇所のサイ

トを示す．また，5.2.3(6)の手法により，各サイトまで

のルートを作成した．それをもとに，5.2.3(8)から(10)

の手法により，検証した結果を表-5.3から表-5.6および

図-5.14から図-5.17に示す．なお，三宅島沿岸は風況が

良いことから，他のサイトのように港湾から好風況サイ

トまでのルート設定は行わず，港湾を基点とした周回ル

ートのみを検証対象とした． 

道路輸送の可否の判定基準となる距離は，中型機，大

型機および超大型機の一般的なブレードの長さである

16m，25m および 40m とし，それら基準値の距離以下を不

可判定として，箇所の個数をカウントした． 

 また，16m 以下の不可判定箇所に○印を，25m 以下の

不可判定箇所には□印を，見島サイトのみ 40m 以下の不

可判定箇所には×印にて地図上にトラッキングした．ま

た，参考までに設定勾配を 20°として，それ以上を不可

判定となった箇所の個数もカウントした． 

これらの判定結果より，直線距離が 16m 以下であった

サイトは，津和崎サイトのみであった．よって今回選択

した４サイトのうち，３サイトでは中型機の風車ブレー

ドを輸送する際に道路の制限にとらわれることなく，10t

トラックによる輸送が可能であるといえる．また，津和

崎サイトにおいて最小直線距離は 15.9m であった．道路

幅についての詳細を本地図データ上では見ることができ

ないが，ルートは 1車線の道路以上を対象に設定してい

るため，3.25m 以上の道路幅は確保されている．よって，

カーブ部の前後に 3.25m の余裕があるとすれば，これを

加算して直線距離が 16m 以下であるサイトは，ひとつも

無いことになる．なお，道路幅については，現地調査も

しくはさらに細かい地図により確認が必要である． 

以上の結果より，離島における風車設置は，現在主流 図-5.12 国内の離島系統の分布（伊藤・細木，2006）
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となっている 1MW 以上の大型機よりも 300kW 程度の中型

機を設置した方が，輸送制限にとらわれず，環境影響が

少ない状態での設置が可能であることが明らかになった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.14 見島港⇒見島選定サイト判定 

表-5.3 見島港⇒見島選定サイト判定 

ルートポイント数 18
16m不可判定箇所数 0
25m不可判定箇所数 0
40m不可判定箇所数 4
最小直線距離 26.9 [m]
（参考）20°勾配以上箇所 2

図-5.15 佐須奈湾⇒佐護西里サイト判定 

表-5.4 佐須奈湾⇒佐護西里サイト判定 

ルートポイント数 85
16m不可判定箇所数 0
25m不可判定箇所数 1
40m不可判定箇所数 19
最小直線距離 22.0 [m]
（参考）20°勾配以上箇所 7

図-5.16 有川湾⇒津和崎サイト判定 

表-5.5 有川湾⇒津和崎サイト判定 

ルートポイント数 293
16m不可判定箇所数 2
25m不可判定箇所数 30
40m不可判定箇所数 154
最小直線距離 15.9 [m]
（参考）20°勾配以上箇所 21

図 5-13 風況ベクタデータおよび選定サイト 

津和崎サイト 

三宅島沿岸ルート 

見島サイト 

佐護西里サイト
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 5.2.8 まとめ 

NEDO および JWA が開発した配布版 LAWEPS による風況

マップと国土地理院の数値地図を GIS 上で整理し，風車

設置の際に陸送可能な箇所の選定および設置可能限界箇

所を推定するため，本研究で用いた簡易解析手法が離島

においても有効であることを確認することができた． 

また，日本の離島およびそれらの沿岸に風車を設置す

る場合は，現在主流となっている 1MW 以上の大型機より

も 300kW 程度の中型機を設置した方が，輸送制限にとら

われず，環境影響が少ない状態での設置が可能であるこ

とが明らかになった． 

なお，本研究において使用する予定であった国土数値

情報データベース・JPGIS（新データベース）は未整備の

部分が多く，風車設置に必要な自然公園や自然環境保全

区域など考慮できなかったことが今後の課題として残っ

た．今後はこれらのデータベースの整備を待ち，GIS 上

でできる風車設置サイトの整理を行っていくことになる． 

 

6. おわりに 

平成17年度から19年度の３か年にわたって，当所は，

足利工業大学および駒井鉄工株式会社との共同研究を実

施し，沿岸域への適用を視野に入れた中規模風力発電シ

ステムの開発と，これによって生産された電力エネルギ

ーの現地活用に関する検討を行った．以下に，この共同

研究の成果を整理する． 

1) 300kW中規模風車のコンセプトと設計仕様をとりま

とめた．特にここでは，今後設置が見込まれる離島や市

街地から離れた岬などへの展開を考慮し，風車の現地に

おける容易な施工法についても検討するとともに，安

全・制御システムの開発・改良も行った．（第２章） 

2) 設計された定格出力300KWの中規模風車（KWT300）

を用いて，東京湾沿岸においてその実証試験を行った．

（第３章） 

3) 実証試験を行った富津における風速は，陸上の地形や

建物の影響を受けており，月平均風速を東京湾口のアシ

カ島洋上風観測点と比較すると小さかった．風車の他に

別途設置された観測ポールでの風向風速，および風車で

発電された発電量を整理した結果，設計で想定されてい

たパワーカーブ通りの発電量が得られていた．ただし，

安全制御が過敏に機能しすぎた結果，定格出力が期待さ

れる風速12m/s以上の強風時において，しばしば風車の運

転が停止したので，強風時における制御システムの改良

は，今後の課題として残された．風車によるエネルギー

ロスを考慮して風車前後の風速比を想定する永井ら13)の

モデルと今回の観測データで得られた風車前後の風速比

を比較したところ，両者はほぼ一致していることが確認

された．（第４章第１－３節） 

4)  実証試験結果に基づき，騒音・塩害耐久性・安全制

御などの基本的なシステムの性能について検討し，当該

風車は，概ね設計通りの性能を発揮していることが確認

された．ただし，塩害耐久性については，今後の経年的

な経過を引き続き確認する必要がある．（第４章第４－６

節） 

5)  沿岸域の風力エネルギー現地活用の検討例として，

定常的に海岸の砂を堆積域から侵食域に運搬し，海岸保

全をめざす，サンドバイパスの電力としての風力エネル

ギーの活用を検討した．例えば，5万m3の砂を有孔管土砂

輸送システムによるサンドバイパス（100kW容量）で

21m3/hの速度で輸送する場合，年間約2,380時間の稼動時

間が必要となり，必要電力量は238MWhとなる．この量は，

ここで開発した風車を東京湾洋上のアシカ島における風

況で使用する場合の総発電量989MWhの24%であり，十分

サンドバイパスを制御可能であることが示された．ただ

し，実施にあたっては経済性に関する検討が必要となる

ので，土砂輸送距離の設定など，より具体的な現地与条

件の設定が必要である（第５章第１節） 

6)  離島や急峻な山間地の迫った沿岸においては，大型

図-5.17 三宅島沿岸ルート判定 

表-5.6 三宅島沿岸ルート判定 

ルートポイント数 188
16m不可判定箇所数 0
25m不可判定箇所数 3
40m不可判定箇所数 31
最小直線距離 17.4 [m]
（参考）20°勾配以上箇所 3
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ブレードを設置地域まで搬送できないため，風車の設置

が困難となる場合が想定される．ここでは，GISを用いた

風車設置可否を判定する解析手法を提案し，風車の可搬

性に関して検討した．この解析手法により，我が国沿岸，

特に中規模風車の最適な設置地点を選定することが可能

となる．（第５章第２節） 

（2008年2月受付） 

 

謝辞 

 本資料のとりまとめにあたっては，アシカ島・第二海

堡・鹿島・常陸那珂など，ナウファス（全国港湾海洋波

浪情報網）の一環として当所が観測情報の管理・解析を

担当している，国土交通省関東地方整備局管内の風観測

記録を活用するとともに，白石ら(2005)および永井ら

（2006b）で示される北海道開発局管内の瀬棚町によって

取得された洋上風車の運用に伴う貴重な現地記録を活用

した．これらの現地における風況等の観測に関与されて

いる数多くのご担当の方々，およびナウファス観測情報

の管理・解析に日々奮闘されている当所海象情報研究室

ナウファスデータ処理班の各位に，改めて謝意を表する． 

 
参考文献 

伊藤学・細木訓(2006)：調査研究報告「離島における新

エネルギー導入可能性調査」について，季報エネル

ギー総合工学，Vol.29，No.3. 

宇田高明（1997）：日本の海岸侵食，山海堂，pp.415-423, 

1977. 

加藤敦子,持田灯,吉野博,村上周三（2001）：植生canopy

モデルを組み込んだk-εモデルによる単独樹木周辺

の風速分布の予測,日本建築学会学術講演梗概集, 

pp.929-930. 

加藤一正・入江功・田中則男(1985)：大井川河口周辺海

岸の海浜変形の巨視的把握，第32回海岸工学講演会

論文集，土木学会，pp.390-394． 

栗山善昭（2001）：広域土砂収支図作成の試み，水工学シ

リーズ01-B-5，土木学会，pp.B-5-1-B.5-13. 

建築物の構造関係技術基準解説書編集委員会(2007)：建

築物の構造関係技術基準解説書2007年度版，全国官

報販売協同組合，720p. 

港湾・沿岸域における風力発電推進研究会(2005)：港湾・

沿岸域における風力発電推進研究報告書. 

国土交通省国土計画局国土情報整備室ホームページ，

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj2/index.htm 

国 土 地 理 院 ： 地 図 セ ン タ ー ホ ー ム ペ ー ジ ，

http://net.jmc.or.jp/digital_data_gsi.html 

佐藤慎司・宇多高明・岡安徹矢・芹沢真澄(2004)：天竜

川－遠州灘流砂系における土砂移動の変遷と土砂管

理に関する検討，海岸工学論文集，第51巻，

pp.571-575. 

（社）電気協同研究会(1964)：送変電設備の塩害対策，

電気協同研究，第20巻第2号. 

（社）日本道路協会(2002)：道路橋仕方書・同解説 Ⅴ

耐震設計編，丸善． 

白石悟・永井紀彦・林宏典・西和宏・久米仁司・堂端重

雄(2005)：瀬棚港における実測データを用いた洋上

風車背後の風の分布特性とその考察，土木学会，海

洋開発論文集第21巻，pp.1059-1064. 

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構(2007)：日

本型風力発電ガイドライン策定事業中間報告，102p. 

永井紀彦・橋本典明・横井博志・鈴木善光・魚崎耕平

（2000）：観測データに基づく沿岸域および海上の風

出現特性の検討，第27回土木学会関東支部技術研究

発表会講演集，pp.374-375. 

永井紀彦(2002)：風力エネルギー活用の観点から見た沿

岸域洋上風力の特性，港湾空港技術研究所資料，

No.1034, 34p. 

永井紀彦・小川英明・中村篤・鈴木靖・額田恭史（2003）：

観測データに基づく沿岸域風力エネルギーの出現特

性，海岸工学論文集第50巻，土木学会，pp.1306-1310. 

永井紀彦・牛山泉・根本泰行・川西和昭・額田恭史・鈴

木靖・乙津孝之(2005)：現地利用型エネルギー活用

をめざした沿岸風力照明システムの検討，海洋調査

技術Vol.17，No.1，pp.1-12. 

永井紀彦・清水勝義・牛山泉・李在炯・細見雅生・小川

路加(2006a):沿岸域における中小型風力発電装置の

適用可能性に関する現地実験，第18回研究成果発表

会講演要旨集，海洋調査技術学会，pp.17-18. 

永井紀彦・白石悟・清水勝義・成瀬英治・八木一浩・乙

津孝之(2006b)：実測データに基づく洋上風車群近傍

の風況推定と発電予測手法の構築，土木学会，海洋

開発論文集第22巻，pp.869-874. 

西沢良史・牛山泉・細見雅生・小川路加：大型風車設置

可能限界地点の簡易解析手法に関する研究(2008)，

風力エネルギー，Vol.31，No.4. 

日本気象協会（2003）：NEDO委託調査報告書「平成14年度

ニューサンシャイン計画 離島用風力発電システム

等技術開発 局所的風況予測モデルの開発」, 

pp.48-51. 

日本通運株式会社ホームページ，http://www.nittsu. co. 

jp/press/2003/20030312_3.htm 



- 31 - 

野口仁志(2006)：省力化・効率化を図る施工法の開発～

「自沈有孔管による土砂集積輸送工法」及び「網チ

ェーン式ブロック撤去装置」～，平成18年度港湾空

港技術講演会講演集，(独)港湾空港技術研究所，

pp.59-82. 

富士重工業株式会社(2000)：離島用風力発電システム等

技術開発「離島における風力発電システムの開発」，

平成11年度ニューサンシャイン計画報告書（NEDO図

書・資料室），NEDOBIS，E99026，pp.4-80-4-90. 

みんなの地球地図プロジェクト，http ://www.globalmap 

.org/download/kanni001.html 

IEC 61400-1(1999)：Wind turbine generator systems - 

Part 1: Safety requirements. 

IEC 61400-24(2002)：Wind turbine generator systems - 

Part 24: Lightning protection. 

Sato, S. and Tanaka, N.(1966)：Field investigation on 

sand drift at Port Kashima facing the Pacific 

Ocean, Proc. 10th Int. Conf. Coastal Eng., ASCE, 

pp.595-614. 

Kuriyama, Y. and Sakamoto, H.(2007) ： Cross-shore 

variation of predominant longshore sediment 

transport rate, Proc. Coastal Dynamics ’07, ASCE. 

 




	表紙.pdf
	資料№1180.pdf
	奥付.pdf


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 15%)
  /CalRGBProfile (Adobe RGB \0501998\051)
  /CalCMYKProfile (Photoshop 5 Default CMYK)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [600 600]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


